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「島原市全域の復興 ・媛興に関するアンケート調査」




















成8年6月)。土石流や火砕流が頻発し、島原地域は死者 ・行方不明 44人および建物被害 2，511棟
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13年 10月に実施した。アンケー トの対象者は島原市全域の 20歳以上の市民を選挙人名簿から無作為
































































5年以上 10年未満 23 
10年以上 15年未満 21 





















































































けたくなレリとする回答が、全体で 5.8%であるのに対して 20歳代では 25.7%、30歳代では 16.1%
となっている。このように若年層において「住み続けたくなしリとする回答が多いことは大きな問題
である。居住年数別で見ると、居住年数が少ないほど「住み続けたくなしリ とする回答が多く、 r5年
未満Jで 27.9%、r5~10 年J で 2 1. 7%になっている(図-3)。また、職業別で見ると、「住み続け
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図-5 噴火が終息して6年経過した現在の状況 (地区別集計)
全 体 制=169人)
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理貰 目 (%) 
島原諌早道路の早期整備 71. 8 
雇用対策 54.1 
汚水処理施設の盤備(公共下水道，合併浄化槽，農村集落排水など) 40.6 
スポ ツ大会イベントの誘致(施設の利用率の向上) 40.4 
商工業対策 36.0 
修学旅行の誘致 32.9 
ホアノレ 旅館などの宿泊施設の充実 21. 8 






















国道 57号より上流域における深江町倒と眉山欄を結ぶ生活道路の竪備 20.5 
安中ニ角地帯存内の島原鞍道の駅の新設 11.0 
































体Jや「町内会Jなどの非営利機関が多 ¥0 四 30 40 印 60 70 回
く選ばれ、「 般企業J、「個人」および「措IJ 図ー23 現在の砂防指定地の管理者はどこであると思うか(全体)
限はなし、」といった、誤った回答は少な 同盟，，，̂ T"AA""唱.，
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をもたらし、平成 7年 5月に終息した。土石流や火砕流が頻発し、島原地域は死者、行方不明 44人
および建物被害 2，511練物的被害を受けた。さらに、直接被害 747.5億円、間接被害 1551.9億円を






































回答者の属性は、男性が 46.8%、女性が 53.2%で、年齢構成は表 -3に示されている。また、回答
者の股業と居住歴をそれぞれ表 -4、表-5に示す。居住年数を見ると、 r5年未満」が 7.4%となって
おり、この数値は r5年以上 10年未 満 」 や rlO年以上 15年未満j よりも多く、最近市外からの流入
人口が増えていることを示している。
表 1 地区別配布部数I 回収部数および回収率
配布部数 回数部数 回収串(%)
一生地区 170 66 40.0 
杉谷地区 139 60 43.2 
森岳地区 271 127 46.9 
霊丘地区 236 113 47.9 
白山地区 263 126 45.2 
安中地区 226 90 39.6 













項目 人数(人) {判) N=586人
20歳代 35 6.0 項目 人数(人) (%) 
30歳代 55 9.4 農林業 20 3.4 
40歳代 110 18.8 漁業 8 1.4 
50歳代 122 20.8 自営工量 9 1.5 
60歳代 125 21. 3 自営商業 56 9.6 
70歳以上 117 20.0 
無回答 22 3.7 
公務員 38 6.5 
会社員 118 20.1 
専門職・自由業 32 5.5 
家庭婦人 102 17.4 
表一5 回答者の島原市における居住歴 学生 4 0.7 
N=586人 無職 145 24.7 
項目 人数(人) (叫) その他 29 5.0 
1年未満 8 1.4 構図害 25 4.2 
1年以上5年未満 35 6.0 
5年以よ 10年未満 23 3.9 
10年以上 15年未満 21 3.6 
1 5年以上 20年未満 29 4.9 
20年以上 447 76.3 









































































o 10 20 30 40 50印 1080 90 1∞ 
図 4 噴火中に避難したか (地区別集計、被災地区]


























































































人) (85.0%) (40.0%) 
漁業 漁場が被害を呈けた 被害を受けなかった 田畑 山梓が被害を受けた




































































中地区 (67.8%) よりも、霊丘地区 (73.4%) と森岳 図ー5 防災マップや防災ガイドライ ンを見たこと
地区(72.4%)の方がやや多い(図-6)。これらの地 があるか (全体集計)
区の住民は、災害中に避難していたため、入手してい
ないことも考えられる。居住年数別で見ると、 r20 年以上J や rl 0~15 年」の回答者が 76.3% 、 76.2%
と多いが、居住年数が r10年以下」の回答者は「見たことがある」とする回答他の年齢層の半分以下
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図 8 居住地区が土右流が発生したときの 図-9 土右流発生時の避難場所を知っているか
避難対象地域に吉まれている(全体集計)
















o 10 叩 304C 日田 7080 叩 l凹
図ー10 居住地区が土石流が発生したときの
(%) 






















杉谷地区 (N-=60人) 事態 杉谷地区 (N=J9人}
議岳地区側叶27人) ミS 会"地区 (N=96人}
霊丘地区 (N=113人) 1丘地区(N守6人)
白山池区 (N"128人) 白山地区 (N=81人)
食中地区 (N=初入) 安中地区 (N"56人)
{悦}


































いなかった三会地区(平成 13 年 11 月に実施)が 2.9% と低い以外は「ある」とする回答は 30~40%
である(図 17)。三会地区以外の 5地区は避難訓練が実施されていたにもかかわらず、「なしリや「わ
からなし、Jとする回答が半数以上となっており、避難訓練の実施が知られていないようである。





































































































表 8 島原市において今後心配される災害 (全体)
(N=586入、複数回答)
項 自 人数 (人) ("!o) 
庖山白山体崩壊 267 45.6 
雲仙普賢岳町溶岩ド ムの剛纏 263 44.9 
高;潮ー豪雨などによる低地の置水 222 37.9 
眉山第六渓の土石流 208 35.5 
台風による風害 197 33.6 
水無川 中尾川町土石流 194 33.1 
地震による市揖地火民 105 17.9 
雲仙普賢岳町火砕流 95 16.2 
地震による障桂 83 14.2 
特に心配なことがらはない 29 4.9 
その他 3 0.5 


































































水需μl 中尾川町 高潮ー豪雨などに 眉山第六渓の




(47.8%) (32.2%) (31.1%) 
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「固 目元而 (N=377人) 図田 9加=320人) I 
10 20 30 40 50 60 70 BO 
図 27 土石流の発生した場合の規模の予測
(%) 





















拡大した平成 5年 8月のアンケー 図-28 砂防':1ム群を今後どのように建設すべきか (全体)
33 
卜調査6)、噴火継続中の平成6年 12月のアンケー卜調査 7)および噴火終息直後の平成 7年 12月のア
ンケート調査 2) も付記している。被害拡大時に目立った「規模をさらに大きくする」は減少している
が、「規模を小さくするJが増えていないことが指摘できる。 地区別で見ても 「基本構想どおりに建
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